
日本ぬ軍拡ぬ現状
池田五律（戦争に協力しない！させない！練馬アクション）

I ウクライナ戦争下での情報戦・認知戦をテコとした国家己幻隼
・惨事資本主義、惨事天皇制、惨事自衛隊 f人の不幸が大好きさjBOφWY 

。 「実は、これらは「脅威Jそのものではなく、 f骨威認鵠たである。たとえ、中国に「意図Jあるし壮「能力J
がなく、 実際の脅威で、はなかったとしても、他国が「あるjのではなし1かと考えれば、骨威認識は生まれる。

そして、行動は認識に基づいてとられる。J 小原凡司 『中国の軍事戦略』（東洋経済新報社、 2014年）

※小原：防大本内元海自。現在、笹川平和財団。

・ウクライナ戦争参戦政策 実開守鵡号供与＋「復興支援Jという名の長期戦支援

「次は中国による一方的現状変更」と危澱アジリ

・省庁横断型防衛体制（2022版国家安全（利章戦略）の構築（国家改造計画）

・ 「非常時J下での総力戦体制形成？

英露グレートゲーム下で英米の容認・支持を背景にアジアを侵略に乗り出した明治国家？

E 大葺奇広予算と軍事ケインズ主義
・2023年度から27年度 43兆円 2028年度から2032年度にかけ吏に加速

防律関源確保法増秘必至 建設国側リ用→実質的戦時国債

・防衛産業基盤強化主長→例 ：ミサイル研究・開発 ※配備先は主に琉粥凪

・2023年4月11日発表
1 12式地対艦誘導弾能力向上型（地発型）の量産 三菱重工業樹

2 12式地対艦誘導弾能力向上型（地発型・艦発型・空発型）の開発 三菱重工業側射程1500キロ

3 島唄防衛用高速滑空弾の量産三菱重工業側

4 潜水艦発射型誘導弾の開発 三菱重工業附

※契約額は12式地対艦誘導弾能力向上型の量産など計3781億円。このうち 12式の地上発射型は契約額1734

億円で、 2023年度から量産に入る。納入は26年度と27年度を予定しており、できるだけ配備を早める。高速

滑空弾の量産は 1194億円、潜水艦発射望犠導弾の開発は584億円で発注。

. 2023年6月6日発表

1 極超音速誘導弾の研究契約相手方：三菱重工業側

2 島暁防衛用高速滑空弾（能力向上型）の開発三菱藍工業側

3 目標観測弾の開発 契京株目手万：三菱重工業開

4 島唄防衛用新対舷誘導弾の要素技術の事F究川崎重工業側
※2027年度までの5年間で約339億円国産トマホーク

・政府安全倒樟能力強化支援（OSA）→武器輸出の呼び水外務省予算

田芳震R弧の先借Ll~文雪制弛煮イ七・要塞化

→継単始E力および機動展開力の向上＆国民保護→軍事士3室資本主義
・:Wl3年度からの第一次琉球弧自衛隊軍拡に続く 2023年度からの第二次軍拡

・在沖陸自旅団の師団化2026年度 .陸自総隊直轄部隊を中心に機動展開し、領域横断併設新子

・弾薬庫増強 九州、｜（大分など）を中心に全面的に 4・海上輸差群創設

4・国民保護：住民を退去させ戦闘しやすくする→果てには民間防衛

4砂有事Iこ利用する民間空港・衛寄の指定海自 ・海保などの要望を踏まえたインフラ整備国交省予算
。要塞化・シェノレター建設・インフラ建設→軍事土建資本主義 ・呉に複合軍事施設

。陸自はミサイル軍化＆機動展開力増強＋グレ｝ゾーン事態（反戦デモ）などに対する治安出動

・空白は総合ミサイル防衛を担う航空宇宙自衛隊に再編 九州の不沈空母化

.海自は水中戦力増強＆外洋軍化 ・情報保全隊、サイバー防護隊海上輸送鮮に続く 「共同の部隊Jの新編



IV 統合作戦司令官日創設ー多国間安保化
1）統合作戦司令部付1殿と自衛隊の再編

・現代版陸軍参謀本部軍令剖珂（虫立 「作戦上の理由」を口実にさらなる軍拡、情報隠蔽、暴走する勉演

・機能強化される在日米軍司令部と連携 自衛隊の領域憤断作戦と米海兵隊の機動展開前方基地作戦の 「調整J
2）多国間安保

・日米韓軍事一体化 日米韓新設演習「フリーダムエッジ」早ければ6月末から

4砂日i恋・日英円滑化協定に続き日仏円滑化協定も 日独物品役務融通協定締結に続き日伊物品役務秘亘協定も
日比円滑化協定も ・・－

・クアッド、新クアッド、オ『』吻ス ファイプアイズへの日独韓参加の動き

V 能動的サイバー 防御
。平素から民間サーバーにも自衛隊が介入し、先制的サイバー攻撃偽情報に対しても ・・・

【参考資料：上三日こ係る主要な法改正】

法 現状

電気通信事 「通信の秘密d 保護

業法 事業者から通信に関する情報提供を受けて

対処することができない

不正アクセ 本人の承諾なしにシステムやデータに対処

ス祭止法 することができない

自衛隊去 防護対象は防衛省・自衛隊のシステムのみ

未然に攻撃者のサーバーなどに侵入・無害

化する権限ナシ

再出去 ウイルスの作成が罪に問われる可能性があ

る

個人情報保 個人情報は常に偏重

護法

＠国家安全保障局＆内閣情報調査局主導態勢
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民間司F糊仙 -,  

. 「良民／不這の輩Jの選別 現代版要視察人リスト作成

検酎の方向性

悪用が疑われるサーバーを検知する目的など特

定の条件下で情報提供に基づく対処が可能に

→諜報

防御を担うと認められた組織力ワクセスできる

ようにする

民間システムも守ると明記

左記の権限（侵入・無害化~御船付与

重大な攻撃を防ぐためのウイルスの作成は容認

する

重大な攻撃を防ぐ目的なら個人情報の収集も可

制こ

VIデータベース国家化
・近代刑法の原員l服壊

刑事手続き IT化

・重要土地等調査規制法

機能且衛予為個人情報収集

・特定秘密保護法

重要経済安保情報漏えいなど、

重要経済敷損活動処罰

＆セキュリティクリアランス倉1殿

・適性審査個人情報収集

・2023年版入管法改悪育成就労計画＋永住権はく奪 4・地方自治体の手先化サイバーセキュリティでも

VI実質改憲＆明文改憲
1）緊急事態条項助政憲

－実質先取り

想惣排常時における国の地方自治体への指示権意l殿食料供給困難事態対処法：物価・術直統制＆生産指示

・議員任期延長で改憲勢力与野党の足並み揃う ※立憲も含め翼賛国会化した通常国会※政治改革の危険性

2) 自衛隊関係

・自衛隊明記改憲：自衛隊の f公共財Jとしての扱し〕実質進行 ・憲兵・軍法会議自般のためには国軍イ凶須
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